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研究要旨  
急性心筋梗塞の救命率は向上しているが、心原性ショックを合併した重症の心筋梗塞は死

亡率が極めて高い。近隣に多くの病院があり、それぞれの病院にたくさんの専門医がいれば
救命率は高くなるが、医療資源が乏しい地域では病院を増やし、すべての病院に多くの専門
医を配置することは困難である。このことが医師不足地域の大きな医療課題であり解決法が
模索されている。 
辻田らは、日本心血管インターベンション治療学会とJROAD（循環器疾患診療実態調査）

の共同研究として、JROAD-DPCデータベースの解析を行い、病院密度の低い地域、すなわち
周囲に病院が少なく病院へのアクセスが容易ではない地域であっても、その病院の専門医数
の多さは急性心筋梗塞の院内死亡の低下と関連していることを見出した。この結果から、医
師不足地域にあっても、限られた医療資源を集約し、配置を最適化することで急性心筋梗塞
の救命率を向上させる可能性が示唆された。 
 

A. 研究目的 

心原性ショックを伴う急性心筋梗塞の致死率は依

然として高く、その改善が求められる。病院密度や専

門医数など地域の医療資源をどのように使うことが

急性心筋梗塞救命率改善において望ましいのかを明

らかにすることを目的とした。 

B. 研究方法 

・JROAD-DPC を調査し、同データベースに 2012 年 4月

から 2018 年 3 月までに登録された急性心筋梗塞

260,543 例を対象として以下の項目を解析した；心原

性ショックの有無、機械的循環補助の有無、IABP 使用

の有無、PCI 施行の有無、30日死亡率、病院密度、病

院当りの循環器専門医の数。 

 (倫理面への配慮) 

この研究は、倫理委員会の承認（宮崎延岡病院 

2020072-1 号、川崎医科大学 3928 号、熊本大学病院 

2095 号）のもと、オプトアウト方式により実施され、

対象患者にはウエブサイトを通じて研究への参加が

知らされ、データベースに登録されたデータを使用す

ることを拒否する機会が与えられた。 

C. 研究結果 

・6 年間で 260,543 例の急性心筋梗塞のうち、心原性

ショックを伴ったものは 45,836 例(19.7%)であった。 

・心原性ショックを伴う症例のうち、機械的循環補助

を要したもの 4,437 例、IABP のみを使用したもの

16,119例、そうした補助を使用しなかったもの25,280

例であり、機械的循環補助使用率は、病院密度が高い

地域で高く、また、病院当りの循環器専門医数が多い

ほど高かった。 

・心原性ショックを伴う急性心筋梗塞の 30 日死亡率

は、36.1%であった。医療資源の観点からの解析では、

病院密度を 4 群に分けて解析した結果、病院密度が最

も高い地域は最も低い地域と比較して 30 日死亡リス

クが有意に低く、病院当りの専門医数では、10名以上

の病院では、2 名以下の病院に比べて 30日死亡リスク

が低かった。病院密度が低い地域であっても、下図に

示すごとく、病院あたりの循環器専門医 10 名以上の

病院では 30 日死亡リスクが病院密度の高い地域と同

様、低く抑えられえていた。 

 
図．病院密度と循環器内科医師数で層別化した心原性ショック

を伴う急性心筋梗塞の 30 日死亡率。横軸の青色帯が病院密度

（Q1~Q4 の 4 階層に分類）、黄色帯が病院あたりの循環器専門医

師数を示す、*P<0.05. 

論文１）https://doi.org/10.1093/ehjopen/oeab047 より

引用。 

 

D. 考察 

本研究結果は、現在のわが国における冠動脈救急に

おいて、病院密度が低い地方においても重症例を救命

するための方策として専門医の集約化を提案するも
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のであり、今後、循環器救急体制整備を計画する上で

医療資源集約化の理論的根拠になりうると考えられ

る。 

集約化した場合に、治療可能病院への物理的距離が

遠くなる問題をいかに解決するかについて、本研究班

が検討している病院間情報連携が有効になる可能性

やそうした情報連携に基づく door to balloon time

短縮の方法論やデータが待たれる。地域毎に冠動脈救

急医療体制の整備を計画する上では、さらに、物理的

な距離以外にも地域の実状や特性（交通網、天候的要

因、救急に関わる医療資源や連絡体制など）にも配慮

あるいは介入を検討する必要があり、フィールド調査

の結果が待たれる。 

E. 結論 

急性心筋梗塞の救命率は、病院密度に影響を受け、病

院密度の低い地方で救命率が低い傾向にある一方、病

院密度が低くても、専門医を集約することで、心原性

ショックを有する急性心筋梗塞の救命率は、病院密度

の高い大都市と遜色ない結果が得られている。病院密

度の低い地方において、集約化の意義を支持する結果

であり、医師不足地域にあっても、限られた医療資源

を集約し、配置を最適化することで急性心筋梗塞の救

命率を向上させる可能性が示唆された。。 
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